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神戸市における受動喫煙対策について 

 

神戸市保健福祉局保健所調整課 

 

１．疾病予防としての対策の重要性 

① 疾病リスクについて（厚生労働省） 

(ア) 受動喫煙によって肺がんなどのリスクが高まることが科学的に裏付け

られている 

(イ) 日本における受動喫煙による年間死亡者数は１万５千人と推計 

② 受動喫煙による子どもへの影響 

(ア) 世界保健機関（ＷＨＯ）は、令和元年５月、受動喫煙で死亡する人は

年間 100 万人に上っており、５歳未満の子どもは年間６万人以上が呼

吸器疾患で犠牲になっていると発表し、各国に受動喫煙対策を求めた 

(イ) 厚生労働省発表のたばこ白書では、子どもへの影響として「乳幼児突

然死症候群」「喘息の既往」が、受動喫煙と科学的に因果関係があると

されている 

 

２．根拠法令の動向 

国 改正健康増進法(平成 30 年７月成立・公布、令和２年４月全面施行) 

兵庫県 受動喫煙の防止等に関する条例（平成 25 年４月施行）以下『県条例』と表記 

改正県条例 （平成 31 年３月成立・公布、令和２年４月全面施行） 

  改正前は罰則の適用実績なし 

  施行後５年経過したことから、改正健康増進法の内容も踏まえ、 

特に 20 歳未満および妊婦の対策を中心に条例を改正 

（参考） 神戸市ぽい捨て及び路上喫煙の防止に関する条例（平成 20 年４月施行） 
  市内全域で路上喫煙をしない努力義務、路上喫煙禁止地区（フラワ

ーロード等）における罰則付き義務を定めている 
 

３．改正健康増進法の概要  

① 改正の趣旨 

(ア) 「望まない受動喫煙」をなくす 

(イ) 受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者等に特に配慮 

(ウ) 施設の類型・場所ごとに対策を実施 

② 対象施設および施行スケジュール 

(ア) 第１種施設：学校・病院・児童福祉施設等、行政機関 

敷地内禁煙（屋外喫煙場所を設置可）令和元年７月施行 

(イ) 第１種施設以外の施設等 

原則屋内禁煙（喫煙専用室を設置可）令和２年４月施行 

既存特定飲食提供施設（中小企業・個人店舗かつ客席面積 100 ㎡以下）

は喫煙選択可 

資料⑤ 
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４．改正県条例の概要  

① 改正のポイント 

(ア) たばこの煙からとりわけ保護する者として、20歳未満の者だけでなく、

胎児保護の観点から妊婦も対象としたこと 

(イ) 規制区域として、公共的空間を有する施設だけでなく、居宅等の私的空

間も加えたこと 

(ウ) 加熱式たばこについて、紙巻きたばこと同じ取り扱いとし、専用の喫煙

室を認めていないこと（※） 

※ 改正健康増進法では、経過措置として飲食等も可能な「加熱式たばこ専

用喫煙室」の設置を認めている。「加熱式たばこ」とは、たばこ葉を燃

焼させず、専用機器を用いて電気で加熱することで煙を発生させるもの。

主な製品としてアイコス、プルームテック、グローなど。 

② 対象施設および施行スケジュール 

(ア) 学校・病院・児童福祉施設等、官公庁施設 

敷地内禁煙（屋外喫煙場所を設置可）令和元年７月施行 

(イ) その他の施設等 

原則屋内禁煙（喫煙専用室を設置可）令和２年４月施行 

既存小規模飲食店（中小企業・個人店舗かつ客室面積 100 ㎡以下）は、

喫煙区域に 20 歳未満と妊婦を立ち入らせないことを表示すれば喫煙選

択可 

③ 20 歳未満と妊婦の受動喫煙防止対策（罰則なし）令和元年７月施行 

(ア) 20 歳未満等のいる住宅の居室、自動車内での喫煙禁止 

(イ) 通学時間帯の通学路、および祭礼・縁日等の屋外の場所で 20 歳未満等

のいる場所の周囲での喫煙禁止 

(ウ) 20 歳未満等の喫煙区域への立ち入り禁止 

(エ) 妊婦の喫煙禁止 

④ 改正健康増進法との比較 

 

５．喫煙者・施設管理者の義務違反への対応 

① 主な違反内容 

(ア) 喫煙者  ：喫煙禁止場所での喫煙禁止 

(イ) 施設管理者 ：喫煙室設置時の標識掲示、喫煙禁止場所への喫煙器具

等の設置禁止など 

② 改正健康増進法に基づく対応プロセス 

(ア) 都道府県等に住民からの通報・相談窓口を設置 

(イ) 違反発覚時に都道府県知事等が指導、勧告、公表・命令 

(ウ) 改善が見られない場合に罰則を適用（過料）（※）  

※都道府県知事等が地方裁判所に通知 
今後、国が義務違反対応の実施要領を示す予定（時期未定） 
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③ 県条例における法律への上乗せ規制部分への対応 

(ア) 当該上乗せ規制に係る指導、勧告、命令等の義務違反対応については、

県から保健所設置市へ事務移譲された 

(イ) 判断が困難な事例などについては、随時、県と連携して対応 

④ 具体的な事務の流れ 

(ア) 通報受付後の対応イメージ 

(イ) 本市における相談窓口は保健所調整課 

(ウ) 基本は、喫煙者および施設管理者への協力依頼という形で解決する 

(エ) 文書による指導や勧告・命令などの手続きは、（ウ）の段階で解決でき

ない場合の手段としての位置づけ 

６．市の今年度の取組みについて 

① 改正県条例の周知・啓発 

(ア) 県と連携した規制対象施設等への周知 

令和元年７月施行施設は実施済み。令和２年４月については施行まで

に段階的に対応（市ホームページ、広報紙、リーフレット送付等） 

(イ) 世界禁煙デー・禁煙週間（5月 31 日～6月 6日）を活用した啓発 

（三宮地下通路やＪＲ駅舎での広告、ホームページでの周知） 

(ウ) 新規飲食店を対象とした食品衛生責任者養成講習会での周知（月 1 回） 

② 通報・相談受付時の指導体制の整備 

県および県内保健所設置市との定期的な情報共有や、庁内連携会議を実施し、

関係機関・部局と連携可能な体制を構築（随時） 

③ 禁煙推進の取組み 

(ア) 市国保加入者等を対象とした、セット健診会場におけるＣＯＰＤ（慢性

閉塞性肺疾患）ハイリスク者への禁煙サポート事業を実施 

(イ) 職員の禁煙支援策の検討（予定） 

７．神戸市における今後の方針 

がん等の疾病予防をより一層推進するため、法令改正を契機として市民等の受

動喫煙対策を強化するとともに、喫煙者への禁煙支援も並行して推進する 

① 受動喫煙対策の実効性確保 

(ア) 市民や施設管理者への周知啓発の徹底 

(イ) 関係機関・部局との連携や相談・指導体制の強化 

(ウ) 市の庁舎や市有施設についても、法令の要件に沿った対応を徹底 

② 受動喫煙対策と並行した禁煙の推進 

(ア) 市民の喫煙対策の強化（健診受診者を対象とした禁煙指導の拡大） 

(イ) 職員の禁煙支援の充実 

③ その他（路上喫煙対策に係る環境局との連携） 

(ア) 両局の役割分担の整理 

(イ) 公園、敷地内禁煙施設周辺での喫煙への対応方針検討 
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＜参考＞ 

【他都市の主な取組み】（喫煙者自身への対策も含む） 

① 東京都（東京都受動喫煙防止条例：平成 30年 6月 27 日本会議可決） 

(ア) 未成年者への対策 

喫煙防止ポスターコンクール、大学学園祭での啓発イベント開催 

(イ) 禁煙治療費助成 

禁煙治療費助成を行う区市町村への助成 

(ウ) 受動喫煙防止対策相談窓口（電話又は来庁）の開設 

② 神奈川県（神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例：平成 22 年 4月 1 日施行） 

(ア) 未成年者への対策 

児童・生徒・学生向けリーフレット配布、学校などでの喫煙防止教育 

(イ) 卒煙（禁煙）サポート 

県保健福祉事務所における禁煙相談、法人との「かながわ卒煙塾」の共

催など 

(ウ) 県民向けのキャンペーン 

横浜開港記念バザーなどイベント時 

(エ) 条例認知度や条例対応率が低い施設への戸別訪問 

平成 28 年度→約 6,000 件、平成 29 年度→約 5,000 件 

(オ) 条例協力店の登録 

申請に基づき登録、ホームページで公開し、登録店へ啓発物掲示などの

協力を依頼 

 

【これまでの市の取組み】（喫煙者自身への対策も含む） 

① 食品衛生責任者養成講習会での県条例の周知（チラシ・ステッカー配布） 

② 飲食店の県条例認知度等実態調査の実施 

③ 阪急神戸三宮駅周辺地域を路上喫煙禁止地区に指定（平成 29 年 12 月～） 

④ 世界禁煙デー・禁煙週間に合わせた街頭キャンペーン実施、ポスター掲示  

⑤ 公園・幼稚園・小学校への受動喫煙防止啓発看板の配布 

⑥ 神戸市成人お祝いの会でのスクリーン CM の実施 

⑦ 「職場におけるたばこ対策ハンドブック」のホームページでの公開 

⑧ 区役所での母子健康手帳交付時及び新生児訪問指導時における禁煙や受動喫

煙防止の指導 

⑨ ＣＯＰＤ健康相談事業(肺年齢測定事業)やＣＯＰＤスクリーニング及び禁煙

サポート事業における喫煙者への禁煙支援の実施 

 

【市の苦情・要望等受付状況】 

① 電話、市長への手紙、ホームページ等を通じて受付。 

② 件数は年々増加。屋外の受動喫煙に関する苦情・要望が大半を占める。 

平成 28 年度 68 件（うち屋外 50 件） 

平成 29 年度 97 件（うち屋外 78 件） 

平成 30 年度 95 件（うち屋外 92 件） 

※他局への入電等も含む 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大切なあなたを 

たばこの煙から守りたいから 

受動喫煙の防止等に関する条例を見直しました 

 受動喫煙による健康への影響について正し

く理解し、適切な行動をとることが大切です。 

 喫煙者はマナーを守り、喫煙が禁止されて

いる区域では、たばこを吸わないでください。 

 特に、子どもや妊婦が近くにいるときは、

喫煙を控え、受動喫煙の害から子どもや妊婦

を守りましょう。 

兵庫県

 

県民の皆さんへ 

兵庫県健康福祉部健康増進課 

TEL:078-341-7711（内線 3245・3269） 
FAX:078-362-3913 

E-mail:kenkouzoushinka@pref.hyogo.lg.jp 

条例の詳細は 
兵庫県ホームページ 
をご覧ください。 

 

兵庫県 受動喫煙 

 

 

検索 

 利用者が受動喫煙による健康への影響

を受けないよう、積極的に禁煙に取り組む

ことが必要です。 

 やむを得ず喫煙場所を設ける場合でも、

周囲に煙が流れ出ないようにし、また 20

歳未満の者や妊婦が喫煙場所に立ち入ら

ないように掲示等をしてください。 

施設管理者の皆さんへ 

■受動喫煙とは、他人の喫煙によるたばこの煙にさらされることをいいます。 



 
 
 

 
 
 
 

学校、病院、官公庁をはじめ多数の人が出入りする
空間は禁煙です 

（注）「既存小規模飲食店」とは、次のすべてを満たす飲食店をいいます。 
   ①条例施行時の際、現に存する飲食店である。  ②客室面積が 100m2以下である。 
   ③個人又は中小企業が営んでいる。④喫煙区域に 20歳未満の者と妊婦を立ち入らせないことを表示している。 



 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
建物等への出入り、自動車の乗降、待合い、その他の人が相互に近接する利用が想定される場所については、

規制対象外の場所であっても、吸い殻入れ等を設置しないなど、 

受動喫煙の防止等に関して必要な対策をお願いします。 

（例）具体的な場所の例 

コンビニエンスストアの敷地のうち、入口付近や通路に面した場所 

など、施設利用者等がたばこの煙を避けることができない場所 

区分 表示の義務

建物内全面禁煙の施設
（罰則なし）

■飲食店のみ「禁煙」表示を義務づけ。それ以外は表示不要

建物内に喫煙場所

を設ける施設
（罰則あり）

施設の入口と喫煙場所の入口にそれぞれ以下の表示が必要
■施設の入口
　　①施設内に喫煙区域があること

　　②それ以外の場所では喫煙禁止であること　等
■喫煙場所の入口
　　①この場所が喫煙区域であること

　　②２０歳未満の者と妊婦の立入が禁止されていること　等

加熱式たばこは、現行条例のまま、紙巻きたばこと同様の取り 
扱いとします。 
■健康増進法で当分の間の措置として認められる「指定たばこ専用喫煙

室」の設置は、条例により本県では認められないのでご注意ください。 

施設管理者は管理する施設の受動喫煙対策に応じて、次の表示をする必要があります。 喫煙環境表示 

 
  

 
①区画された場所  
→パーテーション等で場所を明確に区別 

②次の内容を含む標識を掲示 
 →その場所が喫煙区域である 
 →20 歳未満の者及び妊婦の立入り禁止である 
③施設利用者が通常立ち入らない場所に設置 
④近隣建物に隣接しない場所に設置 

屋外喫煙場所の構造等の要件 

 
①室外から室内への気流は 0.2m 毎秒以上 
②壁、天井等により区画 
③たばこの煙は屋外に排気 
④次の内容を含む標識を掲示 
→その場所が喫煙区域である 
→20 歳未満の者及び妊婦の立入り禁止である 

喫煙室の構造等の要件 

 
 

加熱式たばこの取り扱い 

その他、規制区域外でも 

屋外（敷地内） 

屋内 

屋外 

喫煙場所 

 

 

 

 
 

 

出
入
口 

出
入
口 

屋外（敷地内） 

喫煙室 

20 歳未満 
妊婦 

立入禁止 

喫煙室を示す標識 

施設内に喫煙室があることを示す標識 

屋内 

 

 

塗りつぶし部分は禁煙エリア 塗りつぶし部分は禁煙エリア 

加熱式たばこも紙巻きたばこと同様の取り扱いです 



 

 

 
 
 
 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          
          
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

思いやりとやさしさでクリーンな空気を兵庫に。 
あなたやあなたの周りの人の健康のため、禁煙に取り組みましょう。 

たばこの煙が、とりわけ発育の過程にある２０歳未満と胎児の 

健康に悪影響を及ぼすものであることから、２０歳未満と妊婦の 

方に受動喫煙を生じさせないようにしてください。 

２０歳未満と妊婦の方の受動喫煙を防止するため、次の場所では喫煙を禁止します。 

県民の皆さんへ 

 

発刊番号 

私的（プライベート）空間における取組 

①２０歳未満の者及び妊婦と同室する住宅の居室内 

②２０歳未満の者及び妊婦と同乗する自動車の車内 

③その他、２０歳未満の者及び妊婦に受動喫煙を生じさせる場所 

 

 

 

■喫煙区域には立ち入らないでください。 

■妊婦さんは、喫煙をしないでください。 

２０歳未満と妊婦の皆さんへ 

 

 

私的(プライベート)空間でも 
受動喫煙防止に取り組んでいただきます 


